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　平成28年７月に北海道美唄市で受動喫煙

防止条例が施行された。第１種施設（幼稚

園、学校、病院、駅、公共交通機関、福祉施設、

公共施設）は、敷地内禁煙又は施設内禁煙、

第２種施設（店舗、金融機関、郵便事業、熱

供給事業所）は、施設内禁煙又は分煙とす

ると規定された。本稿では、条例施行後の

美唄市の変化について述べることとする。

　美唄市が毎年市民を対象に行っている意

識調査では、市民の受動喫煙の認知度は、

条例施行前の84％から施行後には90％超ま

で上昇した。受動喫煙にあった時に不快と

感じた比率は、条例施行前69％から施行後

82％まで増加した。公共的空間の受動喫煙

対策の推進に賛成する市民も、条例施行前

81％から施行後86％まで漸増した。

　事業所を対象にした調査では、屋内の受

動喫煙対策に取り組んでいる事業所は、条

例施行前48％から施行後78％まで上昇し

た。公共施設の敷地内禁煙は、条例施行前

35％から施行後43％と増加し、市立以外の

第１種施設では、敷地内禁煙の施設は条例

施行前50％から施行後74％まで増加した。

　条例施行前から、継時的に調査してきた

美唄市民の急性心筋梗塞と脳卒中による入

院数を統計解析した旭川医科大学社会医学

講座公衆衛生学・疫学分野の西條泰明教授

の報告＊によると、条例施行前２年間と比

較し施行後２年間に美唄市民の急性心筋梗

塞が11％、脳卒中が16％減少した。条例を

持たない近隣地域では、同期間に急性心筋

梗塞は23％増加し、脳卒中は12％増加して

おり、両地域を比較すると統計学的に有意

に美唄市の心血管疾患の発症数が減少した

ことが明らかとなった。

　2020年４月には改正健康増進法が施行さ

れ、全国で多くの公共的空間が禁煙になる。

心血管疾患をはじめとした受動喫煙による

疾患が、日本全国でも激減することが期待

される。
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　少子高齢化社会が進む中で、団塊の世代

が75歳以上になる2025年問題、団塊ジュニ

ア世代が高齢者になる2040年問題がささや

かれている。

　地方の市町村では、開業医の高齢化や病

気により廃院するところが増えている。こ

れから人口減少する地域では、当然患者も

減るので開業しても採算が合うようにする

のは難しいかもしれない。既に一部の市町

村では、公設民営の診療所を募集や、赤字

の場合補填する条件のところも出てきてい

る。

　空知医師会は、砂川市、歌志内市、奈井

江町、上砂川町、浦臼町、新十津川町花月

地区からなる医師会である。1995年には、

新十津川町花月地区を除く２市３町の人口

は44,962人だったが、2015年には32,417人

に激減し、さらに2030年には24,678人にな

ると推定されている。地域住民の高齢化と

減少は、開業医の高齢化と減少につながり、

地方の医師会にとって深刻な問題となる。

　どこの医師会も同じと思うが、市・町の

関係者やさまざまな団体から、医師会に医

師派遣の依頼が毎年きている。後期高齢者

検診、予防注射への協力、介護認定審査会

などの各委員会の委員、学校健診、乳幼児

健診、幼稚園や保育所の健診、嘱託警察医、

産業医の推薦など、どれも地域医療を支え

るのに必要なものばかりである。今までは、

これらの要望に何とか応えてきたつもりだ

が、開業医の高齢化と減少が進む中、本丸

の医師会の役員のなり手さえいないのに、

これからどうやって地域の期待に応えてい

けばいいのだろうか？
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地方の医師会長の憂鬱
美唄市受動喫煙防止条例施行後、市民の
急性心筋梗塞＋脳卒中の発症が減少した


